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１ 「川越市生活排水処理基本計画」の見直し理由 

「川越市生活排水処理基本計画」（以下、「本計画」という）とは、トイレの水洗化のほ

か、河川など公共用水域の水質保全を図るため、川越市全域を対象として、公共下水道や

農業集落排水施設、合併処理浄化槽など汚水処理施設の整備を、効率的かつ適正・確実に

進めていくための基本方針を示すものです。 

現在の計画は、平成16年度に策定されたもので、この計画に従って、汚水処理施設整備

を進め、平成21年3月末現在、生活排水処理率は90.5％となっています。 

埼玉県では、より一層の普及促進と近年の社会情勢の変化に柔軟に対応すべく、また、

さらなる公共用水域の水質保全の推進に向けて、今年度、従来の埼玉県生活排水処理施設

整備構想を見直し、新たな構想を策定することとしました。それに合わせて市におきまし

ても、生活排水処理施設整備の在り方を見直し、ここに「川越市生活排水処理基本計画」

〈素案〉を作成することにしたものです。 

 

 

生活排水処理基本計画
 平成21年度 22年度策定 

生活排水処理基本計画
 平成16年度策定 

社会・経済情勢の変化

　・財政状況の変化
　・人口減少
　・少子高齢化
　　　　　　　　など

整備目標 H27年度 
生活排水処理率94 

整備目標 H37年度 
生活排水処理率100 

 

 

図.1 本計画見直しの流れ 
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２ 生活排水処理施設整備に対しての役割（住民・県・市） 

1日の生活において、炊事、洗濯、トイレ、風呂などに１人当り約260リットルの水が使

用され、生活排水として流しています。この汚れた水がそのまま公共用水域へ排水されて

しまうと、河川などの水質を汚すことになります。そのため、生活排水処理施設の整備は、

河川などの公共用水域の水質保全に欠かせないものです。 

生活排水処理施設の整備を推進するためには、市民の皆さんの協力が必要であり、県及

び市も含めてそれぞれの役割（図.2参照）を果たすことで、河川などの水質浄化につなが

ります。 

 

 

・汚水処理に対する理解
・施設整備への早期取り組み
・施設の適正使用

公共用水域
の

水質保全

・構想に基づく汚水処理施設整
　備の進捗管理
・県民への普及・啓発活動
・市町村支援
・情報公開

・構想にもとづく施設の整備
・汚水処理施設の維持管理
・市民への普及・啓発活動
・情報公開

県

住民

市

 

 

図.2 それぞれの役割 
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３ 本市生活排水処理の現状と課題 

3－1  現況の整備状況 

本市の生活排水処理率は、平成21年3月末現在で90.5％です。整備手法別では、公共下水

道84.5％、農業集落排水0.5％、合併処理浄化槽5.5％となっています。これらの内訳を

図.3に示します。同図の未処理人口には、汲み取りのほか、単独処理浄化槽の利用人口も

含みます。 

 

未処理人口
9.5%

農業集落
排水人口

0.5%

公共下水道
人口84.5%

合併処理
浄化槽人口

5.5%

公共下水道人口 農業集落排水人口 合併処理浄化槽人口 未処理人口

 

 

図.3 整備手法別処理人口割合（平成 21年 3 月末現在） 
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3－2  本市の現状における課題 

本市の現状における課題のうち主なものは、次のとおり２つあります。 

 

１）生活排水処理施設整備の普及・促進（市の役割推進） 

本市の生活排水処理施設の普及は、年々着実に進んでいます。しかし、依然として未

処理人口の割合は行政人口に対して 9.5％、人口にして約 32,200 人が存在しています。

全ての住民の方々に衛生的で快適な生活を送っていただけるよう、市としては、さらに

生活排水処理施設の整備に努めていく必要があります。 

 

２）単独処理浄化槽から、合併処理浄化槽への転換（住民の役割推進） 

公共用水域の水質保全を図るために、単独処理浄化槽（トイレの排水のみ処理する浄

化槽）では、トイレ排水以外は未処理のまま排水されるため、合併処理浄化槽（炊事、

洗濯、トイレ、風呂など全ての汚水を処理する浄化槽）への転換に努めていただく必要

があります。 
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４ 「本計画」の概要 

「本計画」は、川越市の将来フレーム（＝将来の姿＝人口、世帯数、汚水量等）を想定

した上で、経済性、地域特性、財政力などを踏まえて、市全域について生活排水処理施設

の整備手法を選定するものです。本市における整備手法は、次のとおり3つの手法です。

（公共下水道、農業集落排水施設、合併処理浄化槽） 

 

 

図.4 「本計画」で選定する整備手法イメージ図 

 

 

4－1  将来フレーム想定年次 

生活排水処理施設整備にかかわる将来構想は、おおむね 20 年後のあるべき姿を描い

て計画するものです。埼玉県の「生活排水処理施設整備構想」でのフレーム想定年次は、

基準年度を平成 20 年度とし、目標年度を平成 37 年度と定めていることから、「本計画」

においても同様とします。 
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4－2  将来フレームの想定 

集合処理（公共下水道、農業集落排水）と個別処理（合併処理浄化槽）の判定に必要

となる各種基本数値は、近年の動向を踏まえ適切な値とする必要があります。以下、検

討の基本となる人口、世帯数について設定します。 

 

１）将来行政人口 

将来（平成 37 年度）行政人口は、少子化により減少傾向が予想されます。「本計画」

では「埼玉県環境部水環境課」の推計値 310,500 人とします。この推計値は、本市公共

下水道の上位計画である「荒川流域別下水道整備総合計画」の計画人口、並びに「国立

社会保障人口問題研究所」の計画人口と概ね一致します。 

 

行政人口の推移

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

H2 7 12 17 22 27 32 37 年度

人

実績人口 流総計画 社人研 県水環境課（採用） 市総合計画

現況人口（H20）
　　　　　337,763 計画行政人口採用値

（H37）　310,500

 

図.5 川越市行政人口の推移 
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２）世帯数 

将来世帯数は、将来行政人口 310,500 人（図.5 参照）を、過年度の実績から推定した

1 世帯当り構成人員で除して求めます。1 世帯当り構成人員は、近年の核家族化を反映

して減少傾向を示しており、将来（平成 37 年度）は 1 世帯当り 2.34 人（図.6 参照）と

想定されます。 

 

1世帯当り構成人員の推移

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

H10 15 20 25 30 35 年度

人/世帯

1世帯当り人員 回帰曲線

37

（H20).2.46 （H37)2.34

 

図.6 川越市 1世帯当り構成人員の推移 

 

 

表.1 川越市世帯数の現況と将来 

行政人口
1世帯当り
構成人員

世帯数

（人）① （人/世帯）② （世帯）③

平成20年度 現況年度 337,763 2.46 137,469 1.000

平成37年度 計画目標年度 310,500 2.34 132,692 0.965

年 度 減少率

 

（注）平成 20 年度は②＝①/③、平成 37 年度は③＝①/②として計算しています。 
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4－3  整備手法の選定 

本市全域を対象として、生活排水処理施設の整備手法を選定します。 

整備手法選定の基本方針は、以下のとおりとしました。 

 

【整備手法選定の基本方針】 

①公共下水道、農業集落排水の事業完了区域及び事業着手済区域は、現行のと

おりの整備手法とします。 

 

②公共下水道、農業集落排水の事業未着手区域は、経済性を踏まえて、平成３

７年度までに整備可能な区域を選定します。 

 

③合併処理浄化槽整備区域は、経済性において有利な区域を選定します。 

 

④公共下水道、農業集落排水の事業未着手区域で、平成３７年度までに整備が

不可能とされた区域は、合併処理浄化槽整備区域として選定します。 

 

 

1）経済性の検討（費用比較） 

検討単位区域毎に以下の 4 案の費用を計算し、最少費用の案を抽出します。検討単位

区域とは、公共下水道、農業集落排水の集合処理と個別処理（合併処理浄化槽）の比較

を行うための家屋の集合体のことです。 

 

    【費用比較案】 

① 公共下水道（新処理区）を設定する案 

② 農業集落排水とする案 

③ 合併処理浄化槽とする案 

④ 集合処理事業実施区域との一体的な整備とする案 

※集合処理とは生活排水処理の整備手法のうち、公共下水道や農業集落排水などを言いま

す。 
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2）公共下水道整備区域の選定 

平成 37 年度までの公共下水道整備区域は、以下の事項を条件として選定しました。 

 

【公共下水道整備区域選定の条件】 

①経済性（費用比較）において、公共下水道での整備が有利な区域を選定する

こと。 

②地域の状況を考慮し、整備区域を選定すること。 

③近年の厳しい経済情勢が今後も続くとして、公共下水道整備計画に基づき区

域を選定すること（図.7 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図.7 公共下水道整備面積の推移 

 

 

表.2 平成 37 年度までの公共下水道整備面積 

単位：ha

整備済（H20) H32までに整備 H37までに整備 累計

3,845 282 100 4,227

図.8のグレーの区域 図.8のピンクの区域 図.8の赤の区域
 

図.8 は、13 ページに示す「生活排水処理施設整備区域図（案）」です。 
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3）農業集落排水整備区域の選定 

引き続き、農村集落の汚水整備を推進するため、平成 37 年度までの農業集落排水整

備区域は、以下の事項を条件として選定しました。 

 

【農業集落排水整備区域選定の条件】 

①経済性（費用比較）において、合併処理浄化槽よりも農業集落排水での整備

が有利な区域（表.3 参照）を選定すること。 

②農家率が比較的高く（表.4 参照）、意欲的な農家（認定農業者等）がおり、

周囲を農業振興地域農用地区域で囲まれている区域を選定すること。 

③近年の厳しい経済情勢が今後も続くとして、区域を選定すること（表.5 参

照）。 

 

 

表.3 費用比較表 

第3処理区 第6処理区 第10処理区 第11処理区 第12処理区 第15処理区

農業集落 処理施設 33年 建設費 838 595 849 962 458 479

排水案 維持管理費 553 307 567 730 209 223

管渠 72年 建設費 742 481 922 982 321 561

維持管理費 15 10 18 20 6 11

マンホール 25年 建設費 154 92 185 216 62 123

ポンプ 維持管理費 93 56 112 130 37 74

― ― 計① 2,395 1,541 2,653 3,040 1,093 1,471

1世帯当り年間費用 計（①/世帯数/年） 7.1 9.2 7.6 6.5 10.2 12.8

合併処理 5人槽 26年 建設費 814 406 840 1,133 258 277

浄化槽案 維持管理費 1,645 819 1,697 2,288 520 559

7人槽 26年 建設費 337 168 349 469 108 116

維持管理費 680 340 705 948 219 235

浄化槽放流 72年 建設費 0 0 0 0 0 863

渠（道路側溝） 維持管理費 0 0 0 0 0 22

― ― 計② 3,476 1,733 3,591 4,838 1,105 2,072

1世帯当り年間費用 計（②/世帯数/年） 10.3 10.3 10.3 10.3 10.3 18.0

（注） は、費用面で有利な案。

案
費　　　　　　　用　　　　（万円/年)

費目
耐用
年数

施設

 

 

 

上表に示すとおり、全ての地区とも農業集落排水で整備する方が費用面で有利となり

ました。なお、「第 15処理区」は浄化槽の放流先が無いため、合併処理浄化槽案に浄化

槽放流渠費用を加えました。 
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表.4 農家戸数と農家率の現況（平成 16年度の計画で農業集落排水区域に選定された８地区） 

単位：戸

総戸数 農家戸数 非農家戸数 農家率

① ② ③＝①―② ②/①

第3処理区 337 110 227 32.6% 上老袋・中老袋ほか

第6処理区 168 50 118 29.8% 古谷上・高島ほか

第10処理区 348 49 299 14.1% 下広谷

第11処理区 469 86 383 18.3% 笠幡

第12処理区 107 6 101 5.6% 笠幡

第15処理区 115 61 54 53.0% 下赤坂

計 1,544 362 1,182 23.4%

農家率が比較的高い地区。

地区名 備考

 

＊なお、第 2 処理区(鴨田)は整備済み。第 1 処理区(石田本郷)は整備中。 

  

 

 

※農業集落排水整備区域の選定 

表 3より、平成 16 年度の計画で選定されている 8 地区のうち、事業未実施の 6 地

区については、いずれも合併処理浄化槽より農業集落排水で整備することが費用面

で有利なことが分かりました。それらのうち、表.4 から、農家率の高い地区として

「第 3 処理区」「第 6 処理区」「第 15 処理区」を選定しました。「第 10 処理区」「第

11 処理区」「第 12 処理区」は他の整備手法で整備することとします。以上のことを

踏まえると、上記の 3 処理区が今後の農業集落排水事業の実施が見込まれる区域と

なります。 
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表.5 農業集落排水整備年次表 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37

第2処理区
（鴨田）

第1処理区
（石田本郷）

実
施
検
討
区
域

計画地区

平成（年度）

事
業
実
施
区
域

区分 地区名

 

 

表.5から、計画期間中に実施可能な地区数は 2 つであるため、選定された 3 処理

区のうち、農家率が高く、かつ認定農業者等の多い「第 6処理区」「第 15処理区」

の 2 処理区を、平成 37 年度までに整備する農業集落排水区域とします。（図.8 に

示す緑及びうす緑の区域） 

 

 

4）合併処理浄化槽整備区域及び合併処理浄化槽処理区域の選定 

平成 37 年度までの合併処理浄化槽整備区域は、平成 37 年度までの公共下水道整備区

域及び農業集落排水整備区域を除いた区域のうち、合併処理浄化槽の整備を積極的に行

おうとする区域とします。（図.8 に示す水色の区域） 当該区域は、平成 21 年度末に

おいて存在する家屋を囲んでいます。 

市全域で、各生活排水処理施設による整備区域を除いた区域を合併処理浄化槽処理区

域とします。（図.8 に示す白抜き区域並びに区域表示のない箇所） 現在造成中あるい

は今後造成される家屋などは、当該区域に含まれます。 

 

 

５ 生活排水処理施設整備区域図（案） 

以上の検討により、平成 37 年度までの本市の生活排水処理については、図.8 に示す整

備手法としました。すなわち、公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽の 3つの施設

整備により、生活排水処理を推進することにしました。 



 

 13 

図.8 川越市生活排水処理施設整備区域図（案） 

 

 


